
１．　継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況は存在しない。

２．　重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的以外の有価証券 ・・・ 移動平均法による原価基準による。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　移動平均法による低価基準による。

(3) 固定資産の減価償却の方法

　固定資産の減価償却方法は、定額法で行っている。

(4) 引当金の計上基準

① 退職給付引当金

　 期末退職給付の要支給額に相当する金額を計上している。

② 貸倒引当金

　 債権の貸倒損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

(5) リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借り主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(6) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税込方式によっている。

３．　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産

基本財産引当資産

特定資産

担い手育成基金引当資産

強化基金引当資産

退職給付引当資産

４．　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

基本財産

基本財産引当資産

特定資産

担い手育成基金引当資産

強化基金引当資産

退職給付引当資産

合　　　　　　　　　計

7,510,592

7,510,592

7,510,592

0

400,000,000

当期減少額

55,000,000

1,257,707

400,000,000

2,010,000

400,000,000 0

55,000,000

当期末残高

2,000,000 2,010,000

2,010,000

合　　　　　　　　　計

0

0

0

6,252,885

科　　　　　目 当期末残高
(うち指定正味財産

からの充当額)

0

2,010,000

る額)
(うち一般正味財産

からの充当額)

科　　　　　目 前期末残高

10,000

10,000小　　　　　　　　　計

55,000,000 55,000,000

2,000,000

462,510,592

464,520,592

小　　　　　　　　　計

小　　　　　　　　　計 455,000,000

455,000,0002,010,000

7,510,592

(うち負債に対応す

2,010,000

当期増加額

7,510,592

2,010,000

0 400,000,000

1,267,707 0

0

463,252,885

461,252,885 1,257,707 0小　　　　　　　　　計 462,510,592

464,520,592

財務諸表に対する注記



５．　担保に供している資産

　強化基金引当資産（自己積立強化基金） 55,000,000円 のうち 30,000,000円 は、合理化事業借入金

の担保に供している。

６．　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

鳥取県公債

７．　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

貸借対照表上

の記載区分

就農研修支援事業費補助金

青年就農給付金

合理化事業費補助金

耕作放棄地再生利用交付金等

中海干拓事業補助金

１．　基本財産及び特定資産の明細

財務諸表の注記に記載

２．　引当金の明細

事業未収金貸倒引当金

貸付金貸倒引当金

退職給付引当金

〃 0 22,500,000 22,500,000 0

 流動負債

〃 0 49,246,903 49,246,903

補助金等の名称

0

科　　　　目 帳簿価額 時　　　価

合　　　　　計

就農支援資金償還免除事業費補助金

0 15,259,000

当期末残高前期末残高

鳥取県

当期増加額 当期減少額

400,000,000

6,430,162

98,106,025

6,430,162

102,672,711

0

0

5,384,466

鳥取県

9,951,152 4,566,586

0

米子市

〃

5,384,466

評価損益

交付者

0400,000,000

9,133,272

0

0

211,632

76,000

0 103,374 103,374 0

9,951,152

1,557,994

合　　　　　計

1,769,626

14,798,511

0

0

1,257,707

6,700,000

7,510,592

15,768,586

6,776,000

6,252,885

0

0

287,632

1,257,707 0

当期減少高

目的使用 その他
期末残高当期増加高

附　属　明　細　書

15,259,000

期首残高科　　　　目


